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0.序章
0-1：策定趣旨

0-2：都市・まちDX推進計画の位置付け
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（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針 本章では、都市・まちDX推進計画の策定

背景・策定の目的、及び本市における

計画の位置付けについて記載している。

サマリ



0-1：策定趣旨

都市・まちDX推進計画は、「都市・まち DX 」の推進の羅針盤として、都市・インフラ分野における
将来像を想定したうえで取り組むべき事項の具体化を図り、DXを着実に進めていくために策定する。

背景

本市では2023年に「大阪市DX戦略」を策定し、

2040年頃までに実現したい未来の姿を描きながら、

持続的な発展・成長とSDGsの達成に貢献するため

の取組方針をまとめている。

「大阪市DX戦略」では、「サービスDX」、「都市・まち

DX」、「行政DX」の3方向から互いに取組内容を

共有しながら進め、市民QoL（生活の質）の向上と

都市力の向上をめざしている。また、これに基づき、

2030年までの施策方針を示し、当面の具体的な

取組計画として「大阪市DX戦略アクションプラン」を

策定している。

また、「大阪市DX戦略」は、大阪市におけるDX を

推進していく計画 ・ 戦略とするとともに、「大阪

スマートシティ戦略 」 における大阪市の

スマートシティ戦略の推進にかかる基本方針

に位置付けている。

目的

「都市・まちDX推進計画」は、「大阪市DX戦略」に

掲げる「都市・まちDX」の推進の羅針盤として、便利・

安心・安全に暮らせる、魅力・活力のあるまちの実現

に向けて、デジタル技術やデータの活用を前提に、

都市・インフラ分野のDXの取組を着実に推進していく

ために策定する。

具体的には、大阪市の都市・インフラ分野の現在地を

把握し、将来像を想定したうえで、各所属が個別又

は横断的に取り組むべき事項の具体化を図り、

各所属がその方向性に基づいてDXに関連する取組を

進めていく計画とする。

また、デジタル技術やデータにまつわる技術動向、

本市に関わる国、業界の情勢を注視しながら、

必要に応じて計画を適宜更新していく。
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0-2：都市・まちDX推進計画の位置付け

都市・まちDX推進計画は、様々な計画・戦略の中に含まれる「都市・まちDX」を進める計画であると
ともに、大阪スマートシティ戦略を推進していく計画とする。

◼ DXの推進の必要性については、大阪市政全般にわたる総合的な戦略・方針である「大阪市未来都市創生総合戦略」や
「市政運営の基本方針」にも掲げられており、あらゆる分野でDXを推進し、誰もが多様な幸せ（Well-being）を実感できる都市
への成長・発展をめざすこととしている。

◼都市・まちDX推進計画は、様々な計画・戦略の中に含まれる「都市・まちDX」推進の羅針盤として都市・インフラ分野のDXを
進め、都市・まちDXを推進していく計画とする。

◼また、市民QoLや都市力の向上をめざし都市・まちDX推進計画に基づきDXを推進することで、大阪市のスマートシティに取り組み、
大阪スマートシティ戦略を推進していくものとする。

本市における都市・まちDX推進計画の位置付け
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便利・安心・安全に暮らせる、

魅力・活力のあるまちの実現

都市・まちDX推進計画

（本推進計画）

効率的かつ質の高い

組織・業務運営の実現

都市・まちDX 行政DX

サービスDX

利用者目線でデザインされた便利・快適な

行政サービスのスピーディな提供の実現

「都市・まちDX」推進の羅針盤

※大阪市DX戦略で掲げる３つのDXには重複する

部分があり、都市・まちDX推進計画では、それらの

部分も対象とする。

Re-Designおおさか～大阪市DX戦略～



1.都市・まちDXの推進の考え方
1-1：都市・まちDXの取組視点

1-2：都市・まちDX推進の進め方

1-3：2040年に向けた都市・まちDX推進計画

1-4：都市・まちDX推進計画Ver1.0の基本方針
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（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針
本章では都市・まちDXの推進に向けた

３つの取組の視点や進め方を整理し、

各取組視点に対する推進計画Ver1.0の

基本方針を示していく。

サマリ
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1-1：都市・まちDXの取組視点

都市・まちDXは、「都市機能の高度化」「公共施設の機能維持向上」「人材育成／環境整備」の
３つの視点で推進していく。

◼都市・まちDXでは、都市・インフラ分野における様々な課題やニーズに対応し、市民・企業・来訪者へ新たな価値やサービスを

提供して魅力的で活力のある都市の構築をする「都市機能の高度化」と市民生活や企業活動の社会基盤である公共施設の

機能を持続的に維持・向上して安全・安心な社会機能の提供をする「公共施設の機能維持向上」の取組を進め、便利・安心・

安全に暮らせる、魅力・活力のあるまちの実現をめざす。

◼ 「都市機能の高度化」や「公共施設の機能維持向上」を進めていくためには、技術分野に従事する職員の技術承継や技術

向上を図る「人材育成」、DX推進に必要なデジタル環境を整備する「環境整備」に取り組んでいく必要がある。

“都市機能の

高度化“

“公共施設の

機能維持向上“
安全・安心な社会機能の提供

～市民生活や企業活動を支える公共施設の効率的な持続的整備による機能の維持・向上～

“人材育成／

環境整備“
変革の基盤となる行政機能の向上

～人材育成とデジタル環境整備によるデータやデジタル技術を活用した行政機能の向上～

魅力的で活力のある都市の構築

～都市・インフラデータ等を活用し、新たな価値やサービスを提供する都市の高度化～

都市・まちDXの推進

都市・まちDXの推進に向けて
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1-2：都市・まちDXの進め方

都市・まちDXの進め方

◼ 「大阪市DX戦略」で掲げる2040年頃の未来の姿の実現に向けて、都市・まちDXの推進として、「都市機能の高度化」と「公共

施設の機能維持向上」の双方の取組を進めていくためには、都市・インフラデータを取得・整備して活用していくことが必要である。

◼ しかしながら、本市都市・インフラ関連職場では、紙資料や現場対応を前提とした業務が多く、活用を想定したデータの体系的な

デジタル化が進んでいない。

◼そのため、まず本市内部の都市・インフラデータを取得・整備した上で活用する、「公共施設の機能維持向上」に取り組み、

これらの内部データに加えて、外部データをはじめ様々な都市・インフラデータを活用していくことで「都市機能の高度化」を進めて

いく必要がある。

◼一方、社会的に労働力不足・高齢化が問題となっているなか、本市においても技術職員の半数以上が45歳以上に偏っており、

さらに本市の公共施設の老朽化が進行しているため、職員ひいては行政機能全体の生産性を高める必要がある。

◼以上のことから、都市・まちDXの推進では、「公共施設の機能維持向上」の取組を優先することで、データの体系的なデジタル化

と生産性の向上を進めつつ、これらが進むにつれて「都市機能の高度化」に関する取組の比重を徐々に高めていくものとする。

取組の比重

2025年 2040年頃
時期

「公共施設の機能維持向上」

安全・安心な

社会機能の提供

「都市機能の高度化」

市民・企業・来訪者へ

新たな価値・サービスを提供

「公共施設の機能維持向上」の取組を優先することで、データの体系的なデジタル化と生産性の向上

を進め、これらが進むにつれて「都市機能の高度化」に関する取組の比重を徐々に高めていく。

9

都
市
・
ま
ちD

X

の

推
進
の
考
え
方

序
章

都
市
・
ま
ちD

X

推
進
の
全
体
像

「
都
市
機
能
の
高
度
化
」

の
方
針

「
公
共
施
設
の
機
能
維

持
向
上
」
の
方
針

「
人
材
育
成
」
の
方
針

「
環
境
整
備
」
の
方
針

計
画
の
進
め
方

付
録



1-3：2040年に向けた都市・まちDX推進計画
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2040年に向けた都市・まちDX推進計画の考え方

短期(2025-2030年) 中・長期(2031-2040年)

推進計画

推進計画Ver1.0 Ver2.0 Ver3.0

内部データの活用を中心とした

公共施設の機能維持向上に注力

内部＋外部データの活用へ拡大し、

都市機能の高度化に注力

2025年

人材育成／
環境整備

最新テクノロジーや社会背景を踏まえた

技術分野におけるDX人材育成の実施

官民での取組を実現するための

デジタル環境整備等（内外のデータの共有・活用）

都市機能の

高度化

公共施設の
機能維持向上

推
進
計
画
（
Ｖ
ｅ
ｒ
1

・
0

）
の
策
定

進捗確認・取組事項のアップデート

取組事項の推進

（官民での取組推進、内外データ活用含む）

都市機能の高度化の推進に注力

官民での取組方針や将来像の精査

部分的に取組事項を推進

都市機能の高度化の一部推進

継続して公共施設の機能維持向上を推進

取組事項の推進（対象取組は拡大）

進捗確認・取組事項/将来像のアップデート

公共施設の機能維持向上に注力

各取組事項の推進

進捗確認・取組事項/将来像のアップデート

都
市
機
能
の
高
度
化
の
内
容
を
充
実
さ
せ
た

推
進
計
画
（
Ｖ
ｅ
ｒ
２
・
0

）
の
策
定

デ
ー
タ
駆
動
型
で
の
都
市
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

建設生産プロセスDXに関する取組に応じた
庁内デジタル環境の整備（内部データの共有・活用）

2030年

継続的に注力 継続的に注力

技術職員向けDX人材育成の推進
大阪市版テクノロジーマップの運営・更新

2040年～

◼本計画は、2040年に向けて都市・まちDXを推進していくにあたり、本市の現状を踏まえ、まず今後短期的に注力すべき項目を中
心に取りまとめた計画Ver1.0とする。

◼その後、社会動向の変化や技術の進歩、検討の進展等を踏まえ、計画を更新して都市・まちDXを着実に進めていく。

本計画は、まずは今後短期的に注力すべき項目を中心に取りまとめたVer1.0とし、順次更新しながら
2040年に向けて都市・まちDXを着実に進めていく。



1-4：都市・まちDX推進計画Ver1.0の基本方針

都市・まちDX推進計画Ver1.0では、都市・まちDXの取組視点や進め方を踏まえ、「公共施設の機能
維持向上」の取組を軸足とする。

都市・まちDX推進計画Ver1.0の基本方針

◼ ここまで検討してきた都市・まちDXの取組視点や進め方等を踏まえたうえで、都市・まちDX推進計画Ver1.0（以下「計画Ver1.0」
という。）における「都市機能の高度化」「公共施設の機能維持向上」「人材育成／環境整備」の基本方針を定めるものとする。

◼計画Ver1.0では「公共施設の機能維持向上」の取組を優先することで、生産性向上とデータの体系的なデジタル化を進め、
都市・まちDXを進めていくものとする。

“都市機能の

高度化“

“公共施設の

機能維持向上“

“人材育成／

環境整備“

基本方針

✓ 大阪市DX戦略に掲げる2040年の未来の大阪市の実現に向けて、想定する2040年の将来像及び2030年に向けた
本市の取組事項を定める。

✓ 将来像の実現に向けては、官民で進めていくことが必要不可欠であることから、新たな手法や機能の導入の調査・

検討に取り組みながら、将来像や取組内容も含め官民での進め方等、さらなる検討を進めていく。

✓ 生産性向上とデータの体系的なデジタル化を優先的に進めるという観点から、現状の課題より具体的な取組事項を
定め、各事項の2040年を想定したあるべき姿やそれに向けた短~長期のロードマップを記載する。

✓ 社会背景の変化やテクノロジーの進化を踏まえつつ、生産性の向上やデータの体系的なデジタル化に必要な技術の

動向や特徴を精査しながら、具体的な取組を進めていく。

✓ 都市・まちDXの推進に向け、市の行政機能を高めていくため、技術分野におけるDX人材育成やDX推進に必要な
デジタル環境の整備方針、考え方を定める。

✓ 都市機能の高度化や公共施設の機能維持向上にて取り組む方向性や内容を踏まえながら、具体的な取組事項を
検討していく。
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2. 都市・まちDX推進の全体像
2-1：都市・まちDXの推進でめざす“データインフラ都市おおさか”

2-2：都市・まちDX推進の全体像
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（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針

本章では、都市・まちDXの推進でめざす

“データインフラ都市おおさか”を定義し、

推進における3つの取組の構造の説明、

それらを通じた2040年の大阪市の将来像

イメージを示していく。
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2-1：都市・まちDXの推進でめざす“データインフラ都市おおさか”

都市・まちDXの推進を通じ、『AIをはじめとする多様なデジタル技術を用いて、都市・インフラに関わる
データを収集し、共有・可視化・分析等、個別又は連携による活用で様々な課題やニーズに対応して

いくデータ駆動型でマネジメントする都市』＝”データインフラ都市おおさか“をめざす。

官民双方が豊かな都市・インフラ等の資源・フィールド・データを持ち協力関係を築いている本市には多様なデータが存在

リア
ル空

間

データの解析やシミュレーションを行い、
施策やサービスの最適解を内外に提供

まちの情報が共有・可視化され、
市民・民間企業・職員に必要な

情報を容易に確認

セキュリティ

まち

関連データ
交通

データ

5G/6G

クラ

ウド

AI
Web
3.0 パーソナル

データ
オープン

データ

環境・

エネルギー

データ

防災・

減災関連

データ

IoT
メタ
バース

産業データ

（ナレッジ等

含む）

都市

インフラ

データ
デジ
タル
空間

(都
市
のデ
ジタ
ルツ

イン)

”データインフラ都市おおさか”

GIS

データ

センター
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2-2：都市・まちDX推進の全体像

都市・まちDXでは、技術分野でのDX人材育成、データやデジタル技術を効果的に扱うための環境
整備に取り組みながら、公共施設の機能維持向上を進め、安全・安心な社会機能を提供しつつ、

都市・インフラデータ等を活用して都市機能の高度化を図ることで、都市・インフラ分野における新たな

価値やサービスを市民や都市に浸透させた便利・安心・安全に暮らせる、魅力・活力のあるまちを実現

していく。

人材育成／環境整備

都市機能の高度化 交通

防災・減災環境・エネルギー

まちづくり

公共施設の機能維持向上

都市・インフラ
データ

都市・インフラ
データ

デジ
タル空

間

リア
ル空間

民官

便利・安心・安全に暮らせる、魅力・活力のあるまちの実現
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3.「都市機能の高度化」の方針
3-1：都市機能の高度化の基本的な考え方

3-2：都市機能の高度化の将来像

3-3：各分野の将来像と取組事項

3-4：官民による都市機能の高度化の推進

15

（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章 「都市機能の高度化」の方針

本章では、「都市機能の高度化」の進め

方を整理し、対象分野である「まちづくり」

「環境・エネルギー」「防災・減災」「交通」の

2040年の将来像と2030年に向けた取組

事項を定める。
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3-1：都市機能の高度化の基本的な考え方

くｓだつ

都市機能の

高度化

民官
開発

まちづくり

計画

エリア

マネジ

メント

情報

活用

早期

復旧
交通

サービス
物流脱炭素 緑化

インフラ施設や地理情報

のデータなどを活用

リアルタイム監視データや

災害情報などを活用

交通流や道路メンテナンス

のデータなどを活用

施設のエネルギ―消費や
都市緑化のデータなどを活用

都市・インフラに関わるデータを活用し官民で新たな手法や機能の導入を検討していく

まちづくり 防災・減災 交通環境・エネルギー

公共施設の

機能維持向上
水道 建築物 下水 公園河川 通信

市民生活や民間企業活動の社会基盤となる

公共施設の持続的な整備による機能の維持と向上

・・・道路 港湾 水道 建築物 下水 公園河川 橋梁 民間企業等

大阪市以外の

事業活動

電気 ガス

通信 開発

交通 ・・・

公共施設の機能維持向上に関わるデータをはじめとした、

各種都市・インフラ関連のデータ

16

「都市機能の高度化」では、４つの分野を切り口に将来像を設定し、「公共施設の機能維持向上」

の取組を進めることで整備されるデータをはじめ、様々な都市・インフラ関連データを活用などしながら、

新たな手法・機能の導入を官民で取り組む。
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3-2：都市機能の高度化の将来像

都市機能の高度化の推進にあたり、まちづくり、環境・エネルギ―、防災・減災、交通の各分野視点
での、想定する「2040年の将来像」とそれに繋がる「2030年に向けた大阪市の取組」を記載する。

データを活用したまちづくり計画や民間企業の開発を効率化し、

エリアが活性化する開発を進めていく、

豊かで魅力・活力のあるまちの実現

グリーントランスフォーメーション・カーボンニュートラルをめざし、

緑豊かな環境価値を提供する

クリーンで魅力・活力のあるまちの実現

平時・有事ともに有効活用できる情報共有が確立され、

有事の際にも迅速な復旧・復興が進む、

安全・安心に暮らせるまちの実現

スムーズに移動できる都市交通と、最適化された物流ネットワークで、

スマートにつながる便利で魅力・活力のあるまちの実現

～2040年の将来像～

環境・

エネルギー

防災・減災

交通

まちづくり
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3-3.1：まちづくり分野の将来像と取組事項

まちづくり分野の
将来像 ◼ データを活用したまちづくり計画や民間企業の開発を効率化し、エリアが活性化する開発

を進めていく、豊かで魅力・活力のあるまちの実現

2040年の将来像 2030年に向けた大阪市の取組

スマートなまちづくりの
計画検討が進む

まちを実現

◼ まちづくりに関連するデータの可視化・共有・

シミュレーションが進み、多様な主体と共に

効果的で効率的なまちづくり計画の策定が

進んでいる。

◼ 都市計画情報の可視化やオープン化について、ルールや方法を検討し、

GISや3D都市モデルを活用したまちづくり計画が検討しやすい環境整備を
進める。

民間企業の開発が
効率化する

まちづくりを実現

◼ まちづくりの手続きに関わる都市計画情報の
可視化、オープン化やオンライン化が進み、

民間企業の効率的な開発が進んでいる。

◼ 都市開発に関する行政申請などを、オンラインと紙面による手続きの両輪

で効率化する。

エリアの活性化が

進むまちづくりを実現

◼ 道路や公園などの様々な公共空間などで、

にぎわい創出や適正管理による防犯対策に

データを活用し、活発なエリアマネジメントによる
持続的なまちづくりが実現している。

◼ カメラやビッグデータ等を活用・分析し、一部公共空間などにおける情報を

公開して行動を促進するとともに、収集したデータを可視化・分析した人流

予測を活用して、活力あるまちづくりの検討を進める。

◼ カメラを活用したAI解析等により、公共空間の活用や適正管理による
防犯対策でのデジタル技術の活用を進める。
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3-3.2：環境・エネルギー分野の将来像と取組事項

2040年の将来像 2030年に向けた大阪市の取組

GXとDXの
同時進展による

カーボンニュートラルな
まちを実現

◼ 脱炭素に関わるデータを可視化することで、

市民・民間企業等の脱炭素行動が

まち全体に浸透している。

◼ 市民活動に関わる製品や施設等の環境価値の可視化（カーボンフット

プリント・温室効果ガス削減実績量、削減貢献量等）や、脱炭素に

資する施設等のマッピング化を推進する。

◼ 市内業務施設における再生可能エネルギー導入ポテンシャルやエネルギー
削減ポテンシャル等について、デジタルツインによる可視化を進める。

◼ AR（拡張現実）等デジタル技術を活用し充実した教育環境を推進する。

◼ 脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュートラル

ポート（CNP）」の形成を推進する。

◼ 環境分野のデジタル技術が広く活用され、

持続可能なまちづくりが進んでいる。
◼ AIの活用による建物間の面的なエネルギーマネジメントなど、エネルギー
利用の最適化を図り、先進的な脱炭素のまちづくりを推進する。

緑豊かな

環境価値を提供

するまちを実現

◼ 気候変動やヒートアイランド現象による暑熱環

境悪化への対策に必要な情報の発信や可視

化が進み、過ごしやすい快適なまちが実現して
いる。

◼ 市内を快適に移動できるよう、緑地や避暑地などクールスポットの位置

情報をスマートフォンで確認できるデジタルコンテンツによる情報発信を推進

する。

◼ グリーンインフラの推進が一般化し、デジタル

技術を活用した効率的・効果的な維持管理

と、緑の価値情報のオープン化等により、自然
と共生するまちが実現している。

◼ システムを活用した公園樹や街路樹の効率的・効果的な維持管理を

実現する。

◼ 樹木の基礎情報や機能・効用に関する情報発信を推進する。

環境・エネルギー

分野の将来像 ◼ グリーントランスフォーメーション・カーボンニュートラルをめざし、緑豊かな環境価値を提供

するクリーンで魅力・活力のあるまちの実現
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3-3.3：防災・減災分野の将来像と取組事項

防災・減災

分野の将来像 ◼ 平時・有事ともに有効活用できる情報共有が確立され、有事の際にも迅速な復旧・

復興が進む、安全・安心に暮らせるまちの実現

2040年の将来像 2030年に向けた大阪市の取組

平時からの減災対策
が進んでいる

安全・安心なまちを
実現

◼ データ解析などにより、災害の被害を予測し、

事前対策を講じつつ、災害時の行動計画を

的確に伝達しておくことで、被害を最小限に

抑える減災のまちづくりを進めている。

◼ 災害シミュレーションのもと、デジタルサイネージなどICT等を活用した多様な
手段で災害情報を発信できるよう必要な情報発信を進める。

◼ 災害リスクをわかりやすく可視化する新たなハザードマップの導入の検討を
進める。

◼ 防災関連データが一元管理され、日常的に

防災対策や災害関連情報が市民に共有

される安心な情報基盤ができている。

◼ 大阪市防災情報システムを土台に、避難情報に加え、市民への災害

情報の更なる提供を様々なツールで進める。

◼ 道路区域境界線を座標整備し、データ管理を行うことで迅速な災害復旧
ができる環境整備を進める。

◼ 河川状況のオープン化や臨海部でのカメラ活用の検討を進める。

有事でも、

最低限の社会機能と
迅速な復旧が進む

安心なまちを実現

◼ 有事においても必要最低限のインフラ機能が

維持されるとともに、デジタル技術を活用した

被害状況の把握、点検・復旧作業が一般化
し、効率的かつ迅速な復旧・復興ができる

準備が整っている。

◼ 災害時に必要な情報を国、指定公共機関等から迅速に収集できるよう、

大阪市防災情報システムと国の新総合防災情報システムとの接続を

進める。

◼ タブレット端末等デジタル技術を平時のほか災害時に活用する計画及び
訓練の検討を進める。

◼ 災害重要拠点間無線ネットワークの整備及び運用訓練により大阪市

災害対策本部の機能向上を図る。

◼ 災害時にドローンやウェアラブルカメラ等が現地で活用でき、迅速な情報

共有や報告が可能となるよう環境整備を行う。
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3-3.4：交通分野の将来像と取組事項

交通

分野の将来像 ◼ スムーズに移動できる都市交通と、最適化された物流ネットワークで、スマートにつながる

便利で魅力・活力のあるまちの実現

2040年の将来像 2030年に向けた大阪市の取組

誰もが安全・

便利に移動できる

都市交通を実現

◼ 高速道路や鉄道等の交通インフラの整備が

進んでいるとともに、自動運転技術や空飛ぶ

クルマの普及など、モビリティサービスが成熟して

快適かつスムーズに移動できるサービスの提供が
進んでいる。

◼ 大阪市自動運転バス実装協議会を主催し、万博来場者輸送での自動

運転バスの運行で得た知見等を踏まえ、本市における自動運転バスの

社会実装に向けて官民の取組を進めるほか、民間企業による空飛ぶ

クルマの離着陸場整備に係る調整、関西MaaS推進連絡会議への参画
などを通じて、新たなモビリティサービスの創出に繋げる。

◼ 道路空間の適正管理が進むとともに、道路で
の工事情報や渋滞情報等、移動に関する

情報が容易に取得できるようになっており、

効率的な事業活動が実現している。

◼ 全国道路施設点検データベースに情報を提供する等、道路情報可視化

に関する取組や検討を進める。

◼ 道路情報の電子化と紙媒体での情報管理の両者の利点を生かした、

道路占用や使用の手続きの最適化を進める。

◼ AIカメラによる道路や車の映像解析により、荷捌き/沿道アクセススペースの
利用状況を把握し、道路の効率的利用を進める。

最適化された物流の
実現

◼ スマート物流に必要となる技術が進み、都市

内物流の省人化・効率化が進むと共に、港湾
においてはサイバーポートの普及による管理の

電子化が実現している。

◼ 港湾物流に関わる関係者へ国が運営するサイバーポートとの連携を促す

ことで、港湾物流の最適化と高度化に取り組む。

◼ 新たな港湾情報システム「CONPAS」の利用促進等、コンテナ埠頭周辺の
渋滞緩和施策に取り組む。

◼ 輸送モードの転換が図られ物流の効率化が促進されるよう、物流事業者

等が実施するモーダルシフトを支援する。
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3-4：官民による都市機能の高度化の推進

官民での推進と役割分担

都市機能の高度化を推進するためには、官と民が共通の方向性を共有し、双方の技術をつなぎ

合わせながら、それぞれの役割に応じた最適な手法や体制で取り組むことが必要不可欠である。

◼都市機能の高度化として取り組む４つの分野を推進し、新たな価値やサービスを市民や都市へ提供するためには、民の技術や

投資を呼び込みながら、多様な官と民が有するデジタル技術やノウハウ等をつなぎ合わせ、官と民で取組を推進することが必要
不可欠となっている。

◼そのため、各分野において、官が主導すべき取組、民が担うべき取組、そして官民一体で進めるべき取組がそれぞれ存在する

ことから、目標や取組内容に応じて、共通の方向性のもと、最適な手法を検討し、各取組を進めていく。

◼加えて、官と民で検討する場の設置等、官民で都市・まちDXを進める体制を整備し、さらなる都市機能の高度化を推進して
いく。

22

✓ 大学の研究室や民間の専門家と大阪市職員で連携・共創し共同研究…など

✓ 官民や学（有識者）を交えて協議会を設立、包括連携協定を締結…など

✓ アイデアやノウハウの提案募集、業界団体に向けたナレッジの共有…など

✓ 市内エリアを民間の実証実験フィールドとして提供、民間のノウハウのもと公共空間運営…など

✓ 官民にて国の補助金事業に応募…など

✓ データのオープン化、データの共同利用…など

研究開発

体制構築

ナレッジ共有

フィールド提供

補助金活用

データ共有

官民一体でDX推進

民でDX

◼ 開発・民間としてのインフラ整備・維持管理

◼ 技術開発

◼ データ活用、情報発信 など

◼ 社会基盤（公共施設）整備・維持管理

◼ 法令整備、許認可

◼ データ活用、情報発信 など
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4.「公共施設の機能維持向上」の方針
4-1：公共施設の機能維持向上の基本的な考え方

4-2：対象とする公共施設等

4-3：現状課題を踏まえた必要な取組事項

4-4：建設生産プロセスDXによる全体最適化

23

（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章 「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針

本章では、「公共施設の機能維持向上」

の基本的な考え方、現状課題をもとに

必要となる取組事項の整理を行い、

取組事項ごとに2040年にめざす姿やロード

マップなどを具体化していく。

サマリ

都
市
・
ま
ちD

X

の

推
進
の
考
え
方

序
章

都
市
・
ま
ちD

X

推
進
の
全
体
像

「
都
市
機
能
の
高
度
化
」

の
方
針

「
公
共
施
設
の
機
能
維

持
向
上
」
の
方
針

「
人
材
育
成
」
の
方
針

「
環
境
整
備
」
の
方
針

計
画
の
進
め
方

付
録



4-1：公共施設の機能維持向上の基本的な考え方

市民生活や企業活動を支える社会基盤である公共施設の機能を持続的に維持・向上していくため、

都市機能の高度化での活用も想定しつつ、データの体系的なデジタル化と生産性の向上を目的に、

市と民間企業の双方のデジタル対応が進む「建設生産プロセスDX」に取り組む。

民間企業大阪市
安全・安心で快適な公共施設の機能を持続的に維持・向上

業務のデジタル対応が

進むことで、現場作業が

効率化・高度化

業務のデジタル化を

進めることで、

建設・整備・維持の

効率化・高度化

公共施設の機能維持向上の取り掛かりとして『建設生産プロセスのDX』を進めることで、
誰もが安心・快適に公共施設やサービスの恩恵を享受

市民生活・企業活動

建設生産プロセス（計画／設計・積算／施工／維持・運転管理）DXの推進
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4-2：対象とする公共施設

「公共施設の機能維持向上」として取り組む建設生産プロセスDXの対象とする公共施設は、大きく
分けてインフラ施設と市設建築物があり、それらの施設の総量は膨大な数にのぼる。

対象公共施設

【インフラ施設一覧（令和6年4月時点）】 【市設建築物一覧（令和6年4月時点）】

※上表市設建築物には、地方独立行政法人等を含まない。

区分 分類 主な施設 施設数

一般

会計

一般

施設

教育・文

化・スポーツ

施設

図書館、区民センター、幼稚園、スポーツセ

ンター、プール
217 

社会福祉・

保健施設

保育所、老人福祉センター、

介護老人保健施設、障がい者福祉施設
220 

流通産業

施設

国際見本市会場、小売市場民営活性化

事業施設
23 

インフラ関係

施設
公園付帯施設、駐車場 420 

庁舎・事務

所

市庁舎、区役所・出張所、工営所、消防

署・出張所、公園事務所
209 

一般会計

その他施設
地域集会施設、老人憩の家、斎場・霊園 411 

小 計 1,500 

学校施設 小学校、中学校 418 

市営住宅 484 

一般会計 合計 2,402

特別

会計

上水道関係施設
水質試験所施設、研修センター、水道セン

ター
24 

駐車場関係施設 14 

港湾関係施設 上屋、港湾管理事務所 112 

中央卸売市場 3 

特別会計 合計 153 

総 合 計 2,555

区分 分類 施設数

産業系

施設

道路

橋梁 758

舗装 約3,680km

アンダーパス・地下道 121箇所

横断歩道橋 176橋

標識 約12,000基

道路照明灯 約123,000基

共同溝 約17km

電線共同溝 約240km

自動車駐車場 156箇所

自転車駐車場 164駅

工業用

水道

管路 約292km

浄・配水場、加圧ポンプ場 4施設

港湾
港湾施設（岸壁、臨港橋梁等）

609施設

防災系

施設

海岸保全施設（防潮堤等） 約60Km

河川
堤防・護岸 約57km

河川設備（水門） 5箇所

生活

関連

系施設

水道

管路 約5,222km

取・浄・配水場（給水塔）、

加圧ポンプ場
17施設

下水道
管渠 約4,970km

下水処理場・抽水所 71施設

公園
遊具・公園橋梁・公園照明灯・舗装・

ベンチ等

992公園
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◼ 対象公共施設は「大阪市公共施設マネジメント基本方針」に記載されている公共施設（「インフラ施設」「市設建築物」）等

とする。（※一覧については、パブリックコメント時の大阪市公共施設マネジメント基本方針（第２期計画）（案）より引用）



4-3：現状課題を踏まえた必要な取組事項

現場職員が抱える、建設生産プロセスに関連する主要な課題より、受発注者双方にとって生産性の

向上・安全性の強化・アウトプットの高度化につながる取り組むべき事項を定める。

主要な業務課題

◼ 紙資料が多く、データ管理も独立しているため、業務への
データ活用が進みにくい

◼ 紙資料を前提とした手続きが多く、業務が非効率

◼ 設計・積算及び監督業務において、複数のシステム利用、

手作業の確認及び情報取得に時間を要する等、作業が
非効率

◼ 設計・管理業務（災害時含む）が現地現物に限定

され、日程調整・移動・手待ちなどが非効率

◼ 高所での危険な作業などの人的労力を割く作業が多い

◼ 施工に関する受発注者間のデータ共有や協議が非効率

◼ 手作業での点検・記録や分析に膨大な時間がかかる

建設生産プロセスの生産性向上に繋がる取組

課題から導かれる取り組むべき事項

時間と場所の制限を緩和し、働き方を変え、

生産性を高める「遠隔臨場の確立」

大規模工事の建設生産プロセスの全体における

最適化が期待される「BIM/CIM活用」

工事管理の効率化とペーパーレスを実現する

「受発注者間の情報共有と電子納品の確立」

業務の生産性と精度を向上する

「AI等を活用した設計・積算及び監督業務の

効率化」

ドローン等のテクノロジーを活用した

「点検データの効率的な取得と有効活用」

関係者での必要な情報の管理・共有を実現する

「（仮称）公共施設等総合情報管理システムの

構築・活用」

工事計画の検討を容易にする

「埋設物情報の可視化・電子化」
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4-4：建設生産プロセスDXによる全体最適化

建設生産プロセスDXによる全体最適化に向けては、公共施設の機能維持向上に関するデータが都市
機能の高度化の取組にて活用されることを意識しながら、取組毎にあるべき姿を想定して進めていく。

遠隔臨場の確立１

現場管理や監督業務/維持・運転管理
における遠隔臨場の導入

BIM/CIM活用２

BIM/CIM活用のルール化及び有効利用

（仮称）公共施設等総合情報

管理システムの構築・活用
３

公共施設の建設生産プロセスに関する

情報管理及び共有化

AI等を活用した設計・
積算及び監督業務の効率化

４

AI等デジタル技術を活用した、設計
資料の作成や積算内容の確認等、

設計積算業務及び監督業務の高度化

による効率化

受発注者間の情報共有と

電子納品の確立
５

受発注者間の情報共有に関する

システム利用のルール化と電子納品の

ルール化及び保管方法の確立

点検データの効率的な

取得と有効活用
６

タブレットやドローン等を活用した点検

及び点検データの解析

埋設物情報の

可視化・電子化
７

埋設物情報の一部可視化等による

関係手続や照会の効率化

計画

（更新含む）

設計・

積算

維持管理

運転管理

.

施工

建設生産プロセスDX

大阪市 民間企業

建設生産プロセスDXの取組項目
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計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

Before After

◼ 工事現場等での調整業務や状況確認業務（災害時対応含む）において

は、遠隔地・近隣地にいるすべての関係者（職員・民間企業）が現地に

集まる必要がある。

◼ 設備等の現地確認において、専門家やベテラン職員等、ある一定以上の

知識がある人材が、現場に赴く必要がある。

◼ 遠隔にいる関係者が、工事現場等で発生した事象の確認に時間を要し、

スピーディな対応ができない。

◼ 工事現場等での調整業務や状況確認業務等において、遠隔臨場における

関係者との効率的な調整・指示・確認業務等が可能になる。

◼ 専門家やベテラン職員が現場に赴かず、遠隔地より現地の若手職員等に

指示することで、効率的な設備等の維持・運転管理が可能になる。

◼ ワンデーレスポンスの対応が求められる工事現場等において現地確認や

図面の修正・即時共有により、遠隔で関係者との効率的な調整・指示・

確認業務等が可能になる。

概要
◼ モバイル端末やVRなどを活用し、オンラインで工事現場の設計・施工管理や維持・運転の管理の確認等を行うことで、移動時間や

現場の手待ち時間の削減を行い、プロジェクト進行の効率化を図る。

～2030年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

取組の現状と今後のロードマップ

移動時間がないから、
他の作業がすすむ！

移動に時間と
お金が…

時間がとれない
…現場にいける
のは来週に、、

待ち時間が
少なくなった！

リアルタイムに
確認できる

～2024年度 2025年度

現在

テーマWGを設置し、有効性検証・
手法検討・手順策定に取り組む

手順に基づく運用及び

手順書を精緻化する

工事や設備等の管理に

おいて本格運用が開始

されている

遠隔臨場が有効な

あらゆる場面で

活用されている

一部の職場において、

ウェアラブルカメラやタブレット

等を一部試行導入している

【凡例】 ：アクション ：めざす状態

～2040年度
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4-4.1：遠隔臨場の確立
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計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

◼ BIM/CIM導入の社会的ニーズが高まっているため、庁内でも活用検討の
必要性が高まっている。

• 設計変更による影響範囲の特定やそれに伴う必要仕様の迅速な

作成ができたら、より作業がはかどる

• 設計者のスキルによらず設計の品質が揃うと設計の手間が減る

• 複雑な図面は3Dで説明できるとわかりやすい

• 施工や維持管理において、建物の状態が一目でわかると作業

しやすい

◼ 設計変更によるコストと工程への影響、建設の進捗状況や建設後の建物

の状態などをタイムリーかつ正確に管理することが可能になる。

◼ 設計の効率化が図られ、設計や施工の精度が高まる。

◼ バーチャルで可視化することで、地元説明など様々な活用が可能になる。

◼ 施工時の設計図とのずれや、維持管理時の建物の状態を可視化でき、

安全かつ見落としのない作業が可能になる。

概要
◼ BIM/CIMの活用が有効な規模・複雑さの工事の基準や、関係者間での工事計画の検討や設計変更の協議方法等、導入が

望ましい場面や条件等を明確にし、効果的にBIM/CIMを活用することで設計や施工の精度を高める。

取組の現状と今後のロードマップ

～2030年度 ～2040年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

一部BIM/CIMデータを取得し
有効性を検証している

土木分野におけるBIM/CIM
活用の有効性を検証し、効

果的な活用方法を整理する 建築・設備分野において

BIM/CIM活用の有効性を検証する

BIM/CIM活用が有効な
状況が明確になっており、
一部本格導入されている

BIM/CIM活用が
本格導入されている

迅速に作成できたらなぁ
三次元だったら
わかりやすいなぁ

デジタルのおかげで
計画・設計がしやすい！

施工後のイメージが
共有しやすい！！

Before After

【凡例】 ：アクション ：めざす状態

土木分野の一部では、

必要に応じてBIM/CIMを
有効的に活用する
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4-4.2：BIM/CIM活用
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◼ 紙やPDFで管理している公共施設の情報の保管場所確保や、検索に時間
を要している。

◼ 個別システムに電子化登録を進めているため、複数のシステムへの手入力

など重複作業が発生している。

◼ 維持管理におけるデータを手動登録しており、時間を要している。

◼ PCやタブレット端末から必要データを検索・活用できる状態でシステムが
整理されることで、市設建築物に関する業務が効率化する。

◼ 複数のシステムにまたがる情報を一元管理することで、データの重複入力が

不要になり、業務が効率化する。

◼ 各データの更新時に必要な資料を添付することで必要な項目が自動入力

されるようになり、維持管理の業務が効率化する。

概要
◼ 総合的に情報管理するシステムの構築・活用に取り組み、公共施設の最新図面や建設生産プロセスに関わる必要な資料、情報等
を共有・検索できる状態にし、維持管理を中心とした各種工程における業務の効率化を図る。

計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

取組の現状と今後のロードマップ

～2030年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

システム導入の検討及び構築、並びに

機能変更・追加など、分野毎に応じた取組を進める

総合情報を管理する

システムが必要な分野で

導入されている

建築生産プロセスに関する

システムとの連携が実現し、
業務が最適化されている

道路、河川、下水など

特定の分野においては、

システムが導入されている

～2040年度

同じ作業を何度もして
いて時間がもったいない

宅地内埋設管の情報で
建設前のチェックが楽！

Before After

【凡例】 ：アクション ：めざす状態

検索しやすく、最新図面や知り
たい経過情報がすぐ手に入る

これ最新図面と違う気
がするなあ

過去の履歴知りたいけ
ど、詳しい人がいない。

インフラの整備計画の
検討が容易に
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4-4.3：（仮称）公共施設等総合情報管理システムの構築・活用
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計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

◼ 人手による設計・積算、監督業務では、細部の見落としや計算誤りが発生

する可能性がある。

◼ 技術者のスキルに依存しており、今後担い手が不足していく中、効率的で

質の高い設計や正確な積算、的確な施工管理が求められていく。

◼ 設計・積算において、複数のシステムを利用する必要がある。

◼ 受注者から提出された数量の確認を職員が手動で行っており、また膨大な

量の基準書や要綱が多岐に渡るため、監督業務で必要な情報の取得に

時間を要している。

◼ AIやシステム導入による自動チェック機能により、設計・積算、施工管理上
の誤りを事前に把握することが可能となる。また、AI等による基準書等の
検索機能により、技術情報の把握が効率化し、作業時間が短縮され、

リソースを品質の向上にあてることが可能となる。

◼ システムの最適化や自動化されたプロセスにより、設計資料作成や積算に

かかる時間が短縮される。

◼ チェック機能や情報取得機能の向上により、経験に依存しない一貫した

品質の設計・積算や施工管理が可能になる。

概要
◼ 図面内の属性情報や工事写真をもとに、 AI等により自動化された設計、あるいは積算や出来高のチェック機能等を活用し、人手に

よる設計・積算及び監督業務で生じやすい見落としや計算ミスを防いで、作業の精度と生産性を向上させ業務の効率化を行う。

取組の現状と今後のロードマップ

～2030年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

設計・積算、監督業務の効率性を高める最新の技術動向や

その実用性の情報収集に取り組み、さらなる生産性を向上する

手法を検討する

一部AI等のデジタル技術
を活用した設計・積算、

監督業務を実施している

AI等デジタル技術を活用
した設計・積算等の業務

が一般化し、業務が

効率化している

設計・積算システムを導入

する等、業務の効率化

を進めている

～2040年度

人手による
計算が大変…

AIなどのチェックで安心！
精度向上！

CHECK OK

Before After

【凡例】 ：アクション ：めざす状態

作るよりチェック
している時間の
方が長いなあ
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4-4.4：AI等を活用した設計・積算及び監督業務の効率化
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◼ 受発注者間のやりとりの記録や管理方法が紙と電子データで混在している

ため、資料の検索に時間を要している。

◼ 受発注者間の情報がリアルタイムで共有されていないため、課題の共有から

解決までに時間を要している。

◼ 資料がデジタル化され、更新が即時に共有されるため、情報管理が容易に

なり、納品物の抜け漏れの回避やデータ活用による工程遅延のリスク軽減

につながる。

◼ 契約関係の各種申請方法が電子化されることで、手続きが効率化する。

概要
◼ デジタルプラットフォームを通じて、指示事項、進捗報告、設計変更などの受発注者間の調整や情報共有をリアルタイムで行うことを

可能にし、電子納品の在り方を整理することにより、業務効率性の向上を図る。

取組の現状と今後のロードマップ

計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

～2030年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

受発注者間の

情報共有システムや

電子納品の最適な

方法が確立している

受発注者間の情報共有

システムを一部で

導入している

～2040年度

最適なデジタル技術の導入について適宜検討し、必要に応じて

実装・利用に向けた研修・受発注者への情報共有をする

受発注者間の

情報共有システムの

実装と電子納品の

方向性が決まっている

紙で納品されて
そのままに…

過去のやりとりを
探すのに

時間がかかる

電子化で作業が
スムーズに進む！

最新の図面が
すぐみつかる！

Before After

【凡例】 ：アクション ：めざす状態
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4-4.5：受発注者間の情報共有と電子納品の確立
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計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理

◼ 手動でのデータ収集が主で、労働集約的な作業が多い。

◼ 高所などの危険な作業がある。

◼ 常時体制の監視・異常などの事態把握に時間を要している。

◼ 収集したデータの分析と活用に時間がかかるため、施設の維持管理計画

への反映に時間を要している。

◼ 時間経過型の予防保全のため、資産価値の最大限の活用が難しい。

◼ AI解析やドローンを活用することで、人がアクセスしにくい場所でも点検可能
となり、従来の目視検査に比べて調査時間の短縮が図られる。

◼ ロボット等を活用することで高所作業が不要となるため、職員や技術者の

安全性が向上する。

◼ 各種センサーを設置して運転管理をモニタリングすることで、不具合などを

リアルタイムに認知できる。

◼ リアルタイムで得たデータを自動更新し、中・長期のデータへの反映をすること

で、長寿命化計画を効率的に作成できる。

◼ IoTを活用した劣化予測ができることで、状態監視型の予防保全による
資産の最大活用が見込まれる。

概要
◼ IoTやドローン・AIなどの技術を活用し、公共施設の維持管理・運転管理のデータ取得を効率化するシステムを導入することで、人手を

中心とした従来の方法から自動化・デジタル化された方法との併用を図り、作業の効率化とコスト削減を実現する。

取組の現状と今後のロードマップ

～2030年度2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

一部職場で

部分的にデジタル導入が

進んでいる

～2040年度

各公共施設毎に、最適なデジタル技術の導入・情報共有や

データ解析手法について適宜検討する

データ分析に
時間がかかるなぁ

データ取得が早く簡単で
作業がはかどる！！

必要に応じて

活用が進んでいる

必要に応じて

実装されている

Before After

【凡例】 ：アクション ：めざす状態
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4-4.6：点検データの効率的な取得と有効活用
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埋設管を除く一部の道路占

用について電子申請と紙申請

の併用で手続きを行っている
埋設管を含む道路占用の電子申請対応範囲を拡大する

図面等を含めた申請の電

子化が可能となっている

全ての道路占用許可

申請が電子化している

◼ 各地下埋設物情報の管理が紙で行われることが多いため、計画・設計時

の情報収集に時間が一定割かれている。

◼ 他の工事計画や埋設物等の正確な情報を確認できないため、

施工時に計画の見直しが生じる可能性がある。

◼ 道路占用許可申請がシステム申請と紙で行われており、書類の提出に

いたっては、申請書を複数の部数を印刷し持参している。

◼ 本申請に向けた事前協議が担当者との対面であるため、担当者との日程

調整に日数を要している。

◼ 埋設物に関する必要な情報やデータへ即座にアクセスできる。

◼ 工事記録や埋設物に関する正確な情報、データに基づく設計や施工が

可能となり、工程の効率化と品質向上を図ることができる。

◼ 道路占用許可の一連の情報を全てシステムで効率的に一元管理できる。

◼ 申請に関連する対面調整が不要となり、業務が効率化される。

概要
◼ 国が進めるインフラ管理DXや民間企業の取組に合わせて、地下埋設物情報の一部可視化や手続きの電子化に取り組み、関係者

間での情報共有を容易にすることで、関係手続や照会の効率化を行い、工事の生産性の向上を図る。

取組の現状と今後のロードマップ

2026年度 2027年度

短期 中期 長期

～2024年度 2025年度

現在

国が進めるインフラ管理DXや民間企業等の動向に合わせて、
埋設管情報の可視化について調査・検討及び必要な

協力を実施する

埋設管の可視化に基づく

活用が進んでいる
国の動向をキャッチするとともに、

国の実証事業に協力している

～2040年度

関係者も多く、情報もすぐに
確認できず、計画がたたない

情報がすぐ手に入るから、
計画がスムーズに進む！

～2030年度

Before After

一部のエリアで埋設管が

可視化されている

【凡例】 ：アクション ：めざす状態

計画

（更新）

設計・

積算
施工

維持・

運転管理
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5.「人材育成」の方針
5-1：技術分野における人材育成の基本的な考え方

5-2：技術分野におけるDX研修

35

（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章 「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針
本章では、都市・まちDXの推進の土台と

なる行政機能の向上にむけた、人材育成

の基本的な考え方と、進めていくDX研修

の概要を示す。

サマリ
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5-1：技術分野における人材育成の基本的な考え方

従来の全職員向けDX研修に加えて、技術分野の職員向けのDX研修を実施することにより、所属・
職種別の専門研修にDX要素を入れる等、人材育成の相乗効果を図るとともに、外部との交流を
進め、職員の成長ひいては技術部門全体での持続的成長を促して、都市・まちDXを進めていく。

36

専門研修にDX要素を織り込んで研修をアップデートし
各局で都市・まちDXに必要なマインドを醸成

専門研修（所属・職種別）

DX研修（デジタル統括室）

DXによる
ナレッジ共有

OJTによる
スキルアップ

DXを進めていくため
の業務研修

DX活用を進める
ためのマニュアル整備

[全職員向け]

[技術分野の
職員向け]

テクノロジーマップの
提供

e-ラーニング
（DX研修）

DX集合研修

ICT一般知識研修 階層別研修 データ利活用研修

外部連携

横断的なDX研修により、DXスキルを強化

交流により
人材育成や
ノウハウ吸収

外部人材

有識者

民間

大学

土木 建築 機械 化学電気 造園
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5-2：技術分野におけるDX研修

都市・まちDXを推進・企画する人材を育成するためには、デジタル技術の幅広い知識と新技術習得の
マインドを醸成し、実務におけるデジタル化推進の体験を通じた理解が重要となっている。

名称 提供対象 提供目的 提供内容

テクノロジーマップ ◼ 関係部局職員

（管理職・一般職共に）

◼ DX学習に向けた業務に役立つ情報を提供し、

技術の発見・理解・活用を支援。

◼ 職員が自主的に既存業務の効率化・

デジタル化に対応できる状態をめざす。

◼ 業務課題/業務プロセス等の情報に

よって層別されたテクノロジーの索引

情報

◼ 業務に役立つ個別テクノロジーの

紹介

e-ラーニング

（DX研修）

◼ 関係部局職員

（管理職・一般職共に）

◼ デジタル技術にかかる幅広い知識を習得し、

DX推進に向けて自身でも新技術を習得する

マインドを醸成する。

◼ 都市・インフラ分野におけるDXを広く

紹介

◼ 具体的なデジタル技術解説

◼ デジタル新技術を知る方法の紹介

DX集合研修 ◼ 関係部局係長級職員 ◼ 実業務にかかるデジタル化推進の取組の

企画を体験し、デジタル技術についての理解

を深める。

◼ 将来的に所属内でのデジタル技術やデータ

活用の浸透、研修企画ができる人材の育成

をめざす。

◼ デジタル技術の企画・導入・実装の

考え方の解説

◼ 実機操作体験
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6.「環境整備」の方針
6-1：庁内デジタル環境整備の基本的な考え方

6-2：データの活用・流通・運用の考え方

本章では、都市・まちDXの推進の土台と

なる行政機能の向上にむけた、庁内

デジタル環境の整備やデータインフラ都市

おおさかの実現に向けたデータの活用・

流通・運用の考え方を示す。

サマリ
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（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章 「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針

都
市
・
ま
ちD

X

の

推
進
の
考
え
方

序
章

都
市
・
ま
ちD

X

推
進
の
全
体
像

「
都
市
機
能
の
高
度
化
」

の
方
針

「
公
共
施
設
の
機
能
維

持
向
上
」
の
方
針

「
人
材
育
成
」
の
方
針

「
環
境
整
備
」
の
方
針

計
画
の
進
め
方

付
録



6-1：庁内デジタル環境整備の基本的な考え方

都市・まちDX推進計画に基づき、都市・インフラ分野のDXを推進していく際には、大容量のデータ、
大量の図面等を取り扱う業務や、遠隔地とリアルタイムでデータ共有する業務等が見込まれることから、

都市・インフラ関連所属において、 5つの視点でICTに関連する庁内デジタル環境の整備を進めていく。

『デバイスの整備』 
大容量のデータ（図面など）を取り
扱う業務に適した高性能端末や

タブレット等のデバイス整備及び

通信環境の整備を進めていく。

『運用ルールの策定』
デバイス等の導入に向けては

目的や効果を踏まえたうえで、必要

に応じて、運用のルールやマニュアル
等を改定・策定していく。

『セキュリティの確保』
「機密性(Confidentiality)」「完全性(Integrity)」

「可用性(Availability)」を確保したICT基盤の確保を推進する。  

『データ保管・共有・連携』
既存の紙書類や図面データ、

大容量のデータについて、業務に

応じて適切に保管・共有・連携する
方法を検討・整理していく。

『フレキシブルな作業場所』
多様なリモートアクセスサービスなどに

より、図面の確認・編集作業等が

テレワークや現場でも実施できるよう
に検討していく。

デバイス データ

ルール ワークスタイル

セキュリティ
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6-2：データの活用・流通・運用の基本的な考え方

データ駆動型でマネジメントする都市である“データインフラ都市おおさか”を実現し、都市機能の高度化

を本格的に進めていくため、データの活用・流通・運用に関する考え方を定め、検討を進めていく。

◼ 近年、データ活用を通じてWell-beingなまちづくりを進める動きが浸透し、データを活用する
目的を重視する動きが進んでいることを踏まえ、魅力的な価値を提供するユースケースの創出

を重視していく。

◼ 上記の魅力的な価値創出を前提としながら、個別のユースケースごとにどのようなデータを

活用していくか、個別または横断的なデータ活用を進めるのかなどの方針を探っていく。

◼ 大阪市全体として、庁内で個別に保有しているデータや外部機関からのデータなど必要な

データを取得する方法、データの一貫性・信頼性などを確保した保管方法、一部データの

オープンデータ化などを含むデータの流通方法についての在り方を整理し明確化していく。

◼ また昨今のIoTの急速な発展などに伴い、取得データの種類やデータ容量の増大が進んでいる
なかでデータの収集・処理を担う都市型データセンターの重要性等を踏まえ、5Gなどの最新
通信技術に対応するなど、円滑にデータが使えるような環境整備を調査していく。

◼ 近年の生成AIの進化により、これまで以上に大量かつ多様なデータを活用する新しい時代に
突入している。データ活用は、魅力的で便利なサービス提供を可能にする一方で、その正確性と

信頼性の向上、プライバシー保護の強化、そしてセキュリティ対策の徹底が不可欠である。信頼

される社会基盤の構築に向けて、本市においても、安全・安心なデータの確保・取り扱いを進めて

いく。

”魅力的”な価値を提供する
データ活用

”便利・快適”に使える
データ流通

”安全・安心“な
データ運用
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7.計画の進め方
7-1：推進体制の全体像

7-2：推進計画の進捗確認と更新の考え方

本章では、都市・まちDX推進計画を進め

ていく際の組織体制や進捗の把握、

それに伴う計画の更新方法を示す。

41

（前提）0章序章／1章都市・まちDXの推進の考え方

7章計画の進め方

5章「人材育成」の方針
6章「環境整備」の方針

4章「公共施設の機能維持向上」の方針

2章  都市・まちDX推進の全体像

3章「都市機能の高度化」の方針
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7-1：推進体制の全体像

副市長をリーダーとし都市・インフラ分野の所属長を構成員とするPTにて、都市・まちDX推進計画の
推進及び技術分野におけるDX人材育成を進めていく。

◼ 都市・まちDX推進計画は副市長をリーダーとした都市・インフラ分野の関係所属長を構成員とするPTにて総括・意思決定を

して、推進計画や人材育成に関する取組を進めていく。

◼ PTには、具体的な実務や所属間調整を行う課長級職員で構成される検討チーム、及びテーマを決めて所属横断的に実務

レベルでの検討を実施するテーマWGを設置する。

◼ なお、都市・インフラ分野における大阪市関連団体とも、推進計画に掲げる将来像やDXの取組の共有に努めることで、都市・

まちDXの推進に取り組んでいく。

リーダー ・副市長
構成員 ・建設局・都市整備局・環境局・大阪港湾局・水道局・計画調整局・危機管理室・政策企画室 デジタル統括室（事務局）

構成員 ・関係所属の課長級以下の職員（デジタル統括室【幹事】）

都市のデジタル化プロジェクトチーム

検討チーム

○○テーマWG

構成員：○○テーマに応じた関係所属 

役割：テーマ別に、具体的な取組を検討、実施

役割：PTの実務、各所属の連絡調整、推進計画の検討・更新

△△テーマWG

構成員：△△テーマに応じた関係所属

役割：テーマ別に、具体的な取組を検討、実施

推進体制
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7-2：推進計画の進捗確認と更新の考え方

都市・まちDX推進計画は世の中の動向やデジタル技術の進歩及び庁内の取組状況に応じて、計画
の取組又は計画自体を適宜見直すことにより、その時に合った最適な計画に更新し続ける。

◼都市・まちDX推進計画は上位計画／社会動向の変化を捉えていくため、定期的に見直し、必要に応じて全体を更新していく。

◼本年度策定する2040年の将来像のもと、 「都市機能の高度化」 「公共施設の機能維持向上」「人材育成／環境整備」の
各取組事項の進捗を、「都市のデジタル化プロジェクトチーム」でとりまとめ、必要に応じて取組を更新していく。

○○テーマWG

○○テーマWG

その他取組事項

ま
ち
づ
く
り

分
野
の
取
組

防
災
・
減
災

分
野
の
取
組

環
境
・
エ
ネ
ル

ギ
ー
分
野
の
取
組

交
通
分
野
の

取
組

都市のデジタル化プロジェクトチーム（PT会議）

活動計画・進捗報告 取りまとめ・関係調整

部署横断の取組 個別部署の取組

・・・

必要に応じて年次更新必要に応じて年次更新必要に応じて年次更新

推進計画の進捗確認と更新の考え方

推進計画

全体作成

PDCA PDCA PDCA

推進計画

全体更新
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付録
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都市・まちDXに関係する動向
・都市・まちDXの全体動向

・「都市機能の高度化」に関連する動向（分野別）

・「公共施設の機能維持向上」に関連する動向
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政策
Well-beingな社会の追求
内閣府とデジタル庁によるデジタル田園都市構想では、

「心ゆたかな暮らし」（Well-Being）と「持続可能な環境・社会・
経済」（Sustainability）の両輪でデジタル化の推進が
進められている。（※１）

アナログ規制への対応
2023年6月に成立した「デジタル規制改革推進の
一括法」を受け、デジタル技術の進展を踏まえた

効果的な法規制の見直しが進められている。（※２）

少子高齢社会に対応した

官民でのデジタル化推進
少子高齢社会である日本は、労働力が不足していくなどの

傾向にある。これら社会課題への対応に向けて、官民の協力に
よる持続可能な社会の実現に向けた取組が進められている。

社会

都市・まちDXの全体動向

少子高齢化が進む中で、限られた労働力を最適化するためにデジタル技術の活用が国として

進められていると同時に、循環型経済とWell-being社会の実現に向けて取組が推進されている。

大量消費から付加価値を最大化する

循環型の経済へ
資源・エネルギーの需要増大や廃棄物量増加などの環境

問題の深刻化に対応すべく、目先の利益を追求する経済

モデルから、資源投入・消費量を抑え、サービス化等
を通じ付加価値の最大化を図る経済社会活動

（循環経済）への移行が進んでいる。

ビッグデータを活用した社会の進展
日本はデジタル化推進を重視し、産官学での

ビッグデータ収集や活用を進め、領域横断でデータを

統合し、新たな価値創出の加速を進めている。

次世代通信技術によるDXの進化
デジタル社会の進展に伴い通信量が増加し、ネットワークの

複雑化が進むなか、次世代通信技術(Beyond 5G)が進み、
様々な産業のDX強化に寄与している。

経済

技術

46参照（※1）デジタル庁デジタル田園都市構想デジタル田園都市国家構想｜デジタル庁（2025年1月15日）（※2）デジタル庁 デジタル規制改革推進の一括法について デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律

（2025年1月15日）
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https://www.digital.go.jp/policies/digital_garden_city_nation
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/34a225ed-03be-4408-b00d-f9b88a5a2543/ac4b2432/20230714_policies_digital-extraordinary-administrative-research-committee_outline_01.pdf


「都市機能の高度化」に関連する動向（分野別）

将来にむけて、政府等が各分野でのデータやデジタル技術の活用を進めている。

脱炭素化の推進

日本政府は2050年のカーボンニュートラルをめざしている。環境・エネルギー分野におけるAI等のデジタル技術の活用を通じてGXとDXが
同時進展し、脱炭素化に向けた行動変容が進むなど、持続可能な社会に向けた脱炭素化の取組が進んでいる。（※２）

都市の緑化の推進

日本は都市の緑地の充実度が低く、減少傾向にある。また、ヒートアイランド現象による暑熱環境悪化が社会課題となっている。

国土交通省はグリーンインフラと緑化を推進し、持続可能な都市環境をめざしている。（※２）

平時・有事をまたいだ災害への備え

日本では台風などの自然災害の激甚化が進行している他、南海トラフ等の多様なリスクを考慮する必要がある。政府は「防災DX
官民共創協議会」を設置し官民で防災技術の開発促進・情報発信基盤の整備を進めている。（※３）

災害を見越した復旧への備え

国土交通省はデジタル技術を活用した緊急災害対策派遣隊「TEC-FORCE」の強化を進めており、無人航空機を活用した災害復旧
のデジタル対応など有事の準備を強化している。（※１）

道路インフラ、交通サービスの向上

都心部の交通渋滞や高齢ドライバーによる事故が問題となっている。国土交通省・経済産業省は「モビリティDX戦略」などを通じて、
安全で快適な移動を実現し、生活の質と経済活動の向上を図っている。業界もCASEの概念でモビリティサービスを変革している。（※１）

物流のデジタル化

港湾物流全体の生産性向上を図ることを目的としたプラットフォームのサイバーポートとIoT技術を組み合わせることにより、良好な労働
環境と世界最高水準の生産性をめざす動きが進んでいる。（※１）

まちづくり

環境・

エネルギー

防災・減災

交通

47
参照（※1）国土交通省ウェブサイト 国土交通省（2025年1月15日）（※2）環境省ウェブサイト 環境省へようこそ！（2025年1月15日）（※３）デジタル庁ウェブサイト デジタル庁（2025年1月15日）

データ利活用のまちづくり

国土交通省は「PLATEAU」の3D都市モデルを整備し、オープンデータ化を進めている。多様なプレイヤーが参画し、官民によるデータを
活用したまちづくりが進んでいる。（※１）

データ確認・手続きの効率化

国土交通省は建築確認申請システムの構築を進めている。官民双方で申請手続きの効率化を図り、まちづくりの基盤を整備して

いる。これにより、行政手続きの迅速化が期待される。（※１）

エリアの活性化

少子高齢社会における経済縮小が懸念される中、地域活性化が重要課題となっている。多くの自治体が人流データなどを活用し、

地域の賑わいを創出するなどエリアの活性化を進めている。（※１）
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政策動向社会動向

「公共施設の機能維持向上」に関連する動向

就業者の減少・高齢化や労働環境の改善が進むなか、来るインフラの老朽化に対応するべく、政府は

建設業の生産性・職務環境の改善に向けたデジタル化活用を進めている。

インフラの老朽化
今後20年で、建設から50年以上経過するインフラ施設の
割合が急速に増加するため、機能維持に向けた計画的

な更新や補修工事等が計画されている。（※２）

資材・労務単価の高騰
資源不足による資材価格の高騰や、労働市場の実勢価格

上昇による全国的な労務単価の高騰により、建設業界では

コストの削減と生産プロセスの効率化が計画されている。（※３）

就業者の働き方の見直し
建設業は年間の総労働時間が「全産業と比べて360時間以上
長い」（※４）とされており、適正で柔軟な働き方に向けた変革が進

められている。

建設業就業者の減少と高齢化
日本の生産年齢人口は減少し、建設業界においても労働力の

不足と高齢化が進行している。このため、限られた人材での高い

生産性の確保が進められている。（※１）

i-construction2.0
国土交通省はICTを活用した建設現場の生産性向上

プログラム”i-Construction”を推進しており、建設現場の業務、
組織、プロセスなどの変革と働き方改善を通じて、「2040年度まで
に、建設現場の省人化を少なくとも3割、すなわち生産性を1.5倍

向上」 （※５）することをめざしている。

1. デジタルライフライン

全国総合整備計画
経済産業省はデジタルライフライン全国総合整備計画を

通じ、全国のインフラを強化している。特にインフラ管理DX
では、社会インフラの空間情報を官民で共有し、平時には

埋設物照会自動化などの作業自動化やリソースの最適

活用を、「災害時はインフラ会社間の情報共有等による

復旧の早期化」 （※６）などを進めている。

建設業法の改正
社会動向を受け建設業界でも働き方改革の必要性が高まり、

建設業法の改正によって時間外労働の上限が月45時間・年間
360時間に設定された。また、労働者の安全基準も強化され、

建設現場での過重労働抑制と安全性の向上が

期待されている。（※４）

48
参照（※1）日本建設業連動会建設業デジタルハンドブック 4. 建設労働 | 建設業の現状 | 日本建設業連合会 (nikkenren.com)（2025年1月15日）（※2）国土交通省 国土交通白書2023 roukyuukanogenjou.pdf (mlit.go.jp)（2025年1月15日）（※３）国土交通省 令和６年

３月から適用する公共工事設計労務単価について 001724088.pdf（2025年1月15日）
出典（※4）厚生労働省 建設業における時間外労働の上限規制について 001474183.pdf（2025年1月15日）（※5）国土交通省 i-Construction2.0～建設現場のオートメーション化001738240.pdf（2025年1月15日）（※6）経済産業省 デジタルライフライン全国総合整備計画概

要 PowerPoint プレゼンテーション (meti.go.jp)（2025年1月15日）
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https://www.nikkenren.com/publication/handbook/chart6-4/index.html
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https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001724088.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/nara-roudoukyoku/content/contents/001474183.pdf
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/content/001738240.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/gaiyo.pdf


大阪市の現状
・「都市機能の高度化」に関連する大阪市の現状

・「公共施設の機能維持向上」に関連する大阪市の現状
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「都市機能の高度化」に関連する大阪市の現状

大阪市においても、多様な課題やニーズに対応すべく、データやデジタル技術の活用が進められている。

データ利活用のまちづくり
市民のニーズの多様化が進む中、大阪市においてもPLATEAUを活用したユースケース創出や、関西経済連合会、大阪商工会議所との
連携など、官民データを活用したまちづくりを進めている。

データ確認・手続きの効率化
主要な経済都市であり、インフラを多く有する大阪市では開発に関する工事が多く、行政手続き完全オンライン化という方針の下、

開発に関する手続きの効率化が計画されている。

エリアの活性化
道路や公園などの施設の有効活用が注目されるなか、大阪市では拠点毎の官民の協議会の形成による拠点開発に取り組んでおり、
民間団体のエリアマネジメント活動の支援や、官民での都市魅力向上への取組が進められている。

脱炭素化の推進

大阪市は国内有数の経済都市かつエネルギーの消費地であり、2050年の「ゼロカーボンおおさか」の実現を掲げている。「おおさか
スマートエネルギープラン」では、自律分散型エネルギーなどを進めており、更なる脱炭素化の実現に向けた取組が計画されている。

都市の緑化の推進

大阪市は早期の市街化の進展により緑やオープンスペースが少ないことに加え、直近100年間で気温が約2.1℃上昇しヒートアイランド
現象の影響を受けているため、グリーンインフラによる緑化を推進し、ヒートアイランド現象などの都市課題への対応が計画されている。

平時・有事をまたいだ災害への備え

大阪市は低地であり水害に弱い地形であるため、台風などの自然災害リスクが高い。また、内陸型の上町断層帯地震や海溝型の

南海トラフで発生する地震リスクを抱えている。昼間・夜間人口が多く帰宅困難者や避難生活者を想定して、平時から幅広い情報

発信の強化が進められている。

災害を見越した復旧への備え

上記の災害対応が求められるなか、大阪市では民間企業と様々な防災に関する協定書の締結などを進め、更なるデジタルを活用

した復旧活動の効率化が計画されている。

道路インフラ、交通サービスの向上

大阪市内は周辺地域からの流入人口が多く通勤時間帯などには交通が混雑しているが、鉄道8社が乗り入れ高速道路などの
交通インフラが整備されており、交通利便性が高い都市の強みを活かし快適かつスムーズに移動できるサービスの進化が求められる。

物流のデジタル化

国内外の玄関口となる大阪港では近畿2府4県で生産・消費される輸出入コンテナ貨物の5割以上が発着している。港湾物流業務
の効率化とコンテナターミナルのゲート前混雑の解消等による、港湾物流全体の生産性向上が計画されている。

まちづくり

環境・

エネルギー

防災・減災

交通
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働く人々の現状

「公共施設の機能維持向上」に関連する大阪市の現状

社会的に就業者の減少・高齢化や労働環境の改善が進むなか、本市技術職員の半数が45歳以上
と年齢層に偏りがあると同時に、公共施設の老朽化が進んでいる。

◼ 建築・労務コストの増加

• 建設資材物価指数は2015年度比で2023年度の全国平均で133%、
大阪市で137%と右肩上がりしており、大阪市においても建築費の高騰
の波を受けている。（※1）

• 労働単価の全国全職種単純平均は2013年から12年連続で増加して
おり、全国的な労務費の高騰は大阪市にも影響を与えている。（※2）

• 今後もエリア開発、公共施設の建て替えなどが控えるなかで、コスト

高騰の潮流を踏まえた計画が推進されている。

◼ 技術職員の現状

• 本市技術職員の年齢別構成割合は、45歳以上が全体の54.8%、30
～44歳の職員数が全体の23.4%と、技術職職員数の年齢層に偏りが
生じている。

◼ 働き方の変化

• 大阪市では、「働き方改革実施方針 」を策定し、職員の個々のニーズ

に合わせた勤務形態、生産性向上に資するような制度づくりや

テレワーク環境の充実など多様な働き方が実現できる勤務環境の構築

を進めている。

• また大阪建設業協会においても、近年の建設業法改正の流れに

のっとり、適正な工期による請負契約の締結を促し､働き方改革を

促進するため、土日一斉閉所を促す活動などを進めている。

51

◼ 公共施設の老朽化

• 公共施設の多くは高度経済成長期の1960年代から1970年代に
かけて整備され、今後、大規模改修や更新のピークを迎える。市設

建築物を例にあげると、一般的に、建設後概ね30年を経過すると
大規模な修繕が必要と考えられており、30年以上経過したものは
全体の66.5%となっている。

30年以上経過（66.5%）

1959以前 1994 20241975 2009

公共施設の現状

（人） 大阪市技術職職員数の年齢構成

(2024年４月現在)

（歳）

参照（※1）一般財団法人建設物価調査会建設物価調査会（2025年1月15日） （※2）国土交通省 令和6年3月から適用する公共工事設計労務単価について 001724088.pdf（2025年1月15日）
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